








































る、 他の都市銀行を遥かに上回る巨額な遊金の発生という限界に直面した。 このことが 1980
年代、バブル期の投機行動、ひいては同行破綻の歴史的前提になる。以上のような一連の





大学院商学研究科 21 世紀 COE プログラム）の参加者、金融ビジネス・モデルの変遷を巡
る地方金融史研究会における共同研究参加の諸先生からは重要な教示を得た。記して厚く




売業者のビジネス・モデルとリスク管理の欠落」 、 『彦根論叢』 （滋賀大学）第 362 号、2006


















拓銀については 50 年代前半の普通銀行への転換問題が検討されているに過ぎない。 
  以上のように、これまでの研究では本稿の検討課題の明確化は図られていない。周知の
                                                  
2  とりあえず、法政大学産業情報センター・橋本寿朗・武田晴人編『日本経済の発展と企業
集団』東京大学出版会、1992 年；岡崎哲二「戦後日本の金融システム」 、森川英正・米倉誠
一郎編『日本経営史 5  高度成長を超えて』岩波書店、1995 年；橘川武郎・加藤健太「戦
後日本の企業集団と系列融資」 、 『社会科学研究』 （東京大学）第 49 巻 1 号、1996 年 7 月；
日高千景 「銀行：規制下の環境適応の限界」 、 橘川武郎ほか編 『日本の企業間競争』 有斐閣、
2000 年など日高氏の一連の諸研究：Masahiko Aoki and Hue Patrick The Japanese Main 
Bank system Oxford University 1994 : Takeo Hoshi and Anil Kashyap Corporate 
financing and Governance in Japan : the road to the future The MIT Press 2001 を挙げ
ておく。 
3  『北海道拓殖銀行史』 、同行、1971 年。 
4  北海道新聞社編『拓銀はなぜ消滅したか』 、同社、1999 年。なお、服部泰彦「拓銀の経営























1． 1950 年代における北海道の資源供給地化と拓銀の経営戦略 
（1）1950 年代初頭における資源供給地としての北海道の重要性 




海道の資源開発計画の立案が進められた。その結果、1951 年 10 月に「北海道総合開発計
画及び第一次五カ年計画」が決定された。そこでは、52 年から 56 年の 5 ヵ年間に、1300
                                                  
6  代表的見解として大江志乃夫ほか編『岩波講座  近代日本と植民地』第 1 巻、岩波書店、
1992 年の「まえがき」 ；中西聡『近世・近代日本の市場構造』東京大学出版会、1998 年を
挙げておく。 
7  この点については、北海道開拓記念館編『北海道拓殖銀行資料目録・1』 、同記念館、2000
年 3 月、73～77 頁を参照。 




この 5 年間をかけて 51 年度の 128％から 217％にまで引き上げることが謳われていた。 
  しかし、開発資金投入実績額が 707 億円と計画額の 6 割にも満たなかった結果、計画を
達成ないし超過達成したのは、 火力発電の 192％ （計画額は 126％） 、 乳業の 234％ （同 217％）
と台風 15 号による倒木の影響で計画を無視して生産拡大をせざるを得なかった用材の
5793％（同 155％）くらいなものであった。この点には留意する必要はある。もっとも、












は、54 年 1 月から 3 月にかけて福島、松前、木古内、栗沢、由仁、早来、奈井江、当別の
郡部所在 9 支店を、さらに同年 8 月から 9 月にかけて瀬棚、今金、寿都、狩太、虻田、中
頓別、天塩、鬼脇、鷲泊、香深、広尾、足寄、芽室の 13 店舗を北海道銀行に譲渡した9。 




                                                  
9  『北海道拓殖銀行史』 、320 頁。 
10  以下、注記のない引用と議論は、 「企甲第 175 号」経理部長宛  頭取広瀬経一発、1953



























  第二の点については、上記通牒には次のような記述がある。 「次に更に道内における資金
                                                  
11  広瀬経一「私の履歴書⑨」 、日本経済新聞社編『私の履歴書  経済人 11』日本経済新聞
社、1980 年、272 頁。 
12 「永田元頭取座談会記録  テーマ  歴代頭取の経営理念」 、1968 年 9 月 18・19 日、No. 
























  1950 年代後半になると、とりわけエネルギー革命の影響を強く受けて、資源供給地とし
て北海道の地位は低下する14。このことは、1960 年から実施された第 2 次北海道開発計画
の中に見出すことができる。とりわけ、第 1 次 5 ヵ年計画との対比でみると、資源開発が
後景に退き、それに代わって資源を活用する工業立地が中心になった。これに関連する形
                                                  
13  この点は、 「当行が店舗を譲渡したのは」 （中略） 「当行には道外へ進出できる余力が生ま
れ、創立後日の浅い北海道銀行にとっては、業容の拡大に寄与するであろうと判断された
からである」との『北海道拓殖銀行史』 、319 頁の記述からも確認される。 
14  『新編北海道史』第 6 巻通説編 5、386～453 頁。 
 7で、インフラ整備も農業部門に重点があったものが、道路・港湾などの産業立地条件の整
備が中心に代わった。 
もちろん、 第 2 次計画でも石炭を中心とする鉱業 （計画値 12.0％増） 、 林業・漁業生産 （同
じく農林水産で 5.1％増）の拡大は謳われてはいた。実績も石炭の 12.5％増、農林水産で
9.4％と、総人口（計画 1.5％、実績 0.3％） 、第二次産業（同じく 10.5％、10.0％）を除き、
金額面では計画を上回った。しかし、周知のエネルギー革命の影響を受ける形で、石炭に
関しては道内での利用拡大が前提とされていた。このほか生産量を見ると、基準年次（60
年）の生産量 10 百万トンに対して、70 年の実績は 20 百万トンに止まった。この結果、石
炭業は斜陽化が進み、 当初計画では雇用者数は 60 年の 111 千人から 70 年には 87 千人への
減少を見込んでいたものが、実績は 53 千人にまで落ち込んだ。林業も同様である。木材生
産高は基準年の 1040 万㎥から 1410 万㎥への増加計画に対して、実績は 1260 万㎥と計画














の比率は微減に止まる。このほか、表 2 によれば 1960 年まで同行の貸出構成は変わってい
ない。ここから、少なくとも、本文書が出された時点では、北海道から「足を抜」かない
という方針は、そのとおりであったと判断される。 
                                                  
15  「企甲第 108 号  当行が地方銀行協会を脱会し都市銀行となることについて」 、1955 年
11 月 16 日、頭取広瀬経一発、行内宛、拓銀旧蔵史料『広瀬経一頭取時代』に合綴による。  







弧―引用者）の趣旨に尽きるものと思うのであります」 （1958 年 1 月 15 日） 、経営規模の
面で「都市銀行末尾に甘んじていることは到底堪え得ない」 （1959 年 1 月 15 日）との広瀬
頭取の行員向け文章からも確認される16。都市銀行化を積極的に推進する過程で、北海道－
本州間の経済循環の促進は後景に退き、経営規模の拡大がより一層強調された。 
  1960 年になると拓銀発の長期経営計画が実行に着手される。その第一の主要目標は、都
市銀行平均預金残高、 ペーヘッド預金残高に近づけるべく、 その拡大を図ることであった。
内部文書によれば17、 55・59 の両年について拓銀の対都市銀行預金占有率を見ると、 3.56％
から 3.33％に逓減していた。同じくパーヘッド預金残高を見ると、拓銀のそれは都市銀行




行は島本頭取のもとで 61 年下期末の預金量 48,692 百万円を 62 年上期以降の 3 ヵ年で
100,000 百万円にまで増強する計画を打ち出した。この計画は 64 年下期末に 90,501 百万
円とほぼ達成された。さらに、これ以後も 71 年 3 月末の預金量を 300,000 百万円にする計
画を打ち出し、同年 11 月末に 341,700 百万円とやや遅れて目標を達成するに至った。詳細
は省くが、このような預金増強の動きは 70 年代に入っても継続する。この結果、55 年末、
60年末、 65年末、 70年末の道内における北海道銀行の預金市場占有率は、 それぞれ10.9％、
                                                  
16  拓銀旧蔵史料『広瀬経一頭取時代』合綴文書による。 
17  「企甲第 118 号  長期 5 ヵ年計画の策定について」 、1960 年 11 月 14 日、検査部長宛、
東条猛猪頭取発、拓銀旧蔵史料、 『東条猛猪頭取時代』に合綴。 
18  以下、道内金融市場における各種金融機関の競争激化も含めて、北海道銀行『北海道銀





















三業種で延滞債権総額 413 百万円の約半分 198 百万円を占めた。地域別に見ると、道内の
金額と比率は 256 百万円・62.1％、札幌、小樽、旭川、函館の主要 4 都市を除く道内の金
額と比率は 188 百万円・45.6％にも達していた。ここからも、既存の貸出ビジネス・モデ
ルが曲がり角に来ていたことが確認される。 
もっとも、拓銀のこれら産業への貸付は 62 年 3 月期までは、総貸出残高の比率は食品工
業が 6.5％、木材・木製品工業が 6.4％、鉱業が 6.1％という比率に見られるように、60 年
                                                  
19  「企甲第 263 号」1960 年 2 月 22 日、検査部長宛、東条猛猪副頭取発、拓銀旧蔵史料、
『東条孟猪頭取時代』に合綴。 






したことがありましたよ」 （中略） 「しかしね、 “エネルギー革命”というのは、当時として































                                                  
21  『北海道拓殖銀行史』 、2－3－14 表、422 頁。なお、以下の時期も含めて服部「拓銀の
経営破綻」5～8 頁も本表を用いて、拓銀の貸出構成について同様の指摘をしているが、ビ
ジネス・モデルのあり方や長期経営計画との関係からの分析はされていない。直後の引用
は東条「頭取十五年」 、 『北海道新聞』1978 年 1 月 10 日付け。 
22  以下、 東京進出や外為業務に関する引用と議論は、 東条 「頭取十五年  3」 、 『北海道新聞』
1978 年 1 月 8 日。 
 11移入超過を重視している点は、北海道が本州への物資供給地として重要な位置づけを与え
られていた 50 年代との歴史的状況の相違を踏まえた戦略を採ったことを意味している。 
史料の制約上、港湾を通じた数量ベースの移出入のみになったが、1953 年と 1965 年の
それを比較する23。 1953 年は移入・移出はそれぞれ 5,018 千トン、 12,111 千トンであった。
同じく 1965 年は 12,870 千トン、26,005 千トン、70 年は 24,763 千トン、29,474 千トンで
あった。65 年の数値は 53 年のそれに対して移出で 2.56 倍、移出で 2.14 倍、同じく 70 年





















                                                  
23  北海道『第 62 回北海道統計書』第 2 巻、1958 年 3 月：同『第 75 回（昭和 41 年版）北
海道統計書』 、1968 年 3 月、同『79 回（昭和 45 年版）北海道統計書』による。 
 12為替自由化が進められ、関係業務の重大性が増大しており、拓銀側もこれを認めていた24。
そのために、乙種為替銀行としての制約を早期に脱却する必要性が生じており、60 年 8 月
の時点で当局に業務制限の緩和を要求していた。これに加えて、1956 年から 1969 年まで











う26。まず、当期限界預貸率 100％以上の店舗 24 カ店中の本州店舗は、東京（預金〇） 、神
戸（預金減少） 、北浜（900.0％） 、丸の内（317.4％） 、大阪（314.6％） 、名古屋（117.4％） 、
京都（111.6％） 、新宿（392.9％） 、築地（296.7％） 、難波（209.5％） 、名古屋駅前（115.1％）
の 11 カ店を占めていた。これら店舗のうち、対前期預金増加率下位 20 位以下のものを示
すと、 神戸 （-2.8％） 、 北浜 （0.8％） 、 丸の内 （2.8％） 、 東京 （0％） 、 築地 （3.1％） 、 難波 （3.4％）
の 6 店舗がこれに該当した。さらに、対前期預金増加率劣勢店 76 店舗のなかには東京
（1.5％） 、丸の内（-6.6％） 、築地（-3.3％） 、虎ノ門（0.2％） 、新宿（3.1％） 、横浜（7.1％） 、
難波（3.2％） 、北浜（1.5％） 、神戸（0.3％）の本州 9 店舗が含まれていた。ここから、当
期限界預貸率の高さは、主として預金吸収力の弱さに起因していたと言える。次に 500 万
円以上の延滞を抱える店舗 14 カ店、延滞額 445 百万円中、東京支店のみで 187 百万円、全
体の 42％を占めていた。第三に受入為替対前年同期増加率比マイナス 15.2％以上 20 カ店
中、本州店舗は京都（-71.9％） 、浅草（-245.0％） 、築地（-133.0％） 、難波（-116.1％） 、上
野（－39.3％）の 5 店舗が、同じく支払為替を見ると神戸（-22.2％） 、上野（－54.1％） 、
                                                  
24  以下、外為業務に関わる記述は、 『北海道拓殖銀行史』 、425～427 頁。 
25  『北海道拓殖銀行史』 、2‐3‐15 表（428 頁） 。 
26  北海道拓殖銀行経理部「昭和 36 年下期  業績審査基準及び資料」 、同『営業店業績概括
表』 、1962 年上期に合綴による。 
 13難波（-21.6％）の 3 店舗が入っていた。さらに、外国為替の取扱額減少店舗を見ると、丸
の内（-2.4％） 、名古屋（-10.2％） 、大阪（-2.6％） 、北浜（-20.8％）の 4 店舗すべてが本州
店舗であった。このほか、経費率の高い店舗 39 カ店に該当する本州店舗は、京都（預金経
費率 2,43％） 、神戸（2.33％） 、北浜（2.01％） 、大阪（数値未記載） 、丸の内（数値未記載） 、





  最後に表 3 に基づき拓銀と他の都市銀行との経営拡大に関する比較を行なう。ここで
は 1955 年 3 月、60 年 3 月、65 年 3 月について示した。まず、都市銀行平均と標準偏差を
踏まえた時、何れの時期についても、経常収支比率を除く各項目で拓銀は他の都市銀行に
全く及ばないことが確認される。次に変化率を見る。最初は、55 年 3 月から 60 年 3 月の
増加率である。ここでは各項目ともに他の都市銀行に大きく水をあけられていることが確









じたことが要因である。残高面では他の都市銀行には遠く及ばないし、65 年 3 月決算時で
外国為替売買益は 118 百万円と、 損益計算書上の粗利益 28,955 百万円の 0.4％に過ぎない28。
ここから拓銀のビジネス＝収益の基盤としては取るに足りなかった。このような意味で、
拓銀の外為取引の増加には留保が必要である。 
                                                  
27  白鳥圭志『復興金融から成長促進型資金供給制度へ』 、一橋大学大学院商学研究科日本企
業研究センター・ディスカッション・ペーパーNo. 5 を参照。 




















ん」との 1968 年の東条頭取による年頭の辞、 「本年の具体的な目標を次のとおりとし、皆
でこれに取組み、実現しようではありませんか。／一．総行員のパーヘッド一億一千五百
万円の早期達成を目指そう。／本年中に総預金七千億円を達成しよう（以下、略―引用者） 」





                                                  
29  北海道拓殖銀行「第 2 次長期計画の概要」 、1966 年 6 月 24 日、拓銀旧蔵史料、 『東条孟
猪頭取時代』に合綴。 








提にされたのは「計画期間中に／a  銀行の融資態度に重大な変更がなく、かつ／b  企業の
資金調達方法に重大な変化が行なわれない」 ということであった。 この前提を踏まえて、 「わ
が国産業の発展に即応して、昭和 45 年度末における当行と、都市銀行の融資残高がどのよ
うな差をもつかを 『偏差率』 によつて示し」 、 拓銀の融資構造を変えていくことを目指した。
拓銀の 64 年 3 月末実績（融資構成 5％以上）は製造業が 34.4％、商業が 32.3％、同じく都
市銀行全体は製造業が 49.4％、商業が 31.7％であった。これを踏まえて、拓銀は 1971 年 3
月末の予測値を計算した。これによれば、拓銀は製造業が 32～38％程度、商業が 25～32％
程度に変化するのに対して、 都市銀行全体は製造業が 31～54％程度、 商業 24～31％程度に
変化すると試算されていた。 
  この試算を踏まえて、 拓銀は企業取引の拡充強化を重視する計画を打ち出した。 その際、
中心とされたのは、 東京を中心とする首都圏であった33。 東京支店に出された指示を見ると、









                                                  
31  北海道拓殖銀行「第 2 次長期計画の概要」 。 
32  北海道拓殖銀行『 （昭和 40／9）  長期計画「融資構造」策定参考資料』 。 
33  以下、北海道拓殖銀行「第 2 次長期計画店別指示文（本州分） 」 、拓銀旧蔵史料、 『東条孟
猪頭取時代』に合綴による。 
 16進めることが首都圏店舗に対する主要な指示内容であった。 さらに、 外為取引についても、






1966 年 9 月期から 71 年 9 月期までの変化を示せば次のとおりである。物産全体としては
この間に円貨換算（以下、同様）で 18,986 百万円から 88,162 百万円で 69,176 百万円の増

















                                                  
34  三井物産『有価証券報告書』各期より作成。なお、同社については、72 年 3 月期以降、
数値が確認できない。三菱商事に至っては、少なくとも 1960 年代以降、数値が確認できな
い。 
























に劣っていることからも （表 2） 、 株式持合いを通じた融資系列形成の脆弱性が確認される。
ここから 64 年 3 月の金融経済状況を前提にして、本州の大企業を中心とする製造業貸出先
を開拓するのはかなり無理があったと判断される。 
                                                  
36  北海道拓殖銀行「第 2 次長期計画の概要」 。 
37  後に高村健二専務（破綻時）も「一次産業や北海道の基幹産業が衰退する中で、新興企
業育成や首都圏進出に活路を見いだそうとした方向は間違っていなかった」と論じている









ルプ（1.9％）の 3 業種で総貸出残高の 11.8％を占めており40、道内の中心産業向け大半を
占める。これに対して、同じく上記三業種に関する都市銀行全体の値は、それぞれ 2.5％、
0.8％、1.4％であり、その他が 40.6％を占めていた。さらに、その増大が求められていたト
ヨタとの取引を、66 年 9 月期、70 年 9 月期、75 年 9 月期について見る41。長期借入につ
いてはすべての時期において取引は皆無であった。同様に短期借入も主要な取引先は東海、




中々進まなかったことが確認される44。さらに、中小企業貸出の比率を見ると、65 年 3 月
から 70 年 3 月までに中小企業向け貸出額の比率は 37.8％から 36.2％へと停滞気味に推移
しているものの、口数では 95.6％から 98.1％へとほぼ 100％近くまで上昇していることが
確認される45。とりわけ、総貸出口数の増加 90 千口に対して、中小企業の増加は 88 千口
にも達していた。もっとも、個人向けの貸出は数値が確認可能なもののみになるが、62 年
                                                  
39 65 年 9 月末、70 年 9 月末、75 年 9 月末の東京地区での貸出額と本州での貸出総額に占
める比率は、 それぞれ 110,493 百万円・72.8％、218,232 百万円・69.4％、633,221 百万円・
80.5％であった。しかも、65 年 9 月末から 75 年 9 月末までの本州における貸出増加額の
82％を、東京を中心とする首都圏が占めていた。これに対して、大阪は 13.8％、名古屋は
5.4％に過ぎなかった（北海道拓殖銀行『行内計表旬報』各年より算出） 。 
40  『北海道拓殖銀行史』2－3－14 表（422 頁） 。 
41  トヨタ自動車販売『有価証券報告書』各期より確認。 
42  なお、史料により短期借入中の「その他金融機関」の比率が分かる 75 年 9 月期の数値を
示すと 37.5％であった。 
43  関西電力『有価証券報告書』各期より確認。 
44  なお、1965 年 9 月末、70 年 9 月末、75 年 9 月末における本州の総貸出額に占める名古




45  以下、中小企業貸出に関する数値などは『有価証券報告書』各期より算出。 




                                                 
さらに重要なことは、1970 年 3 月期から 1975 年 3 月期にかけての総貸出口数の増加数
45 千口に対して、 中小企業向け貸出口数の増加が 45 千口となったこと、 ならびに中小企業
向け貸出比率が 40％を超えたことである。 都市銀行全体の中小企業向け貸出比率を見ると、





くした。このほか、外為業務も 1970 年 3 月期時点で 10,768 百万円に達するものの、外国
為替売買益は 286 百万円と経常収益 28,273 百万円の 1.0％に過ぎなかった。 75 年 3 月期で










月期には 71 年 3 月期の 2.13 倍にまで増加した（表 1） 。 
  このように、1965 年以降、とりわけ 70 年代前半になると、拓銀が第 2 次長期経営計画
策定に構想したような、本州の大企業およびその関連中小企業向け貸出を基盤とするビジ
 
46  日本銀行『経済統計年報』各年より算出、引用。 
47  『有価証券報告書』各期。 
48  『東条孟猪頭取時代』合綴史料。70 年 3 月期の数値は『有価証券報告書』による。 
49  『北海道拓殖銀行史』 、411～412 頁。 













る。都市銀行他行との格差が拡大に向かう中で（表 3 中の変化率） 、この問題の解決が 1970












                                                  
50  東条孟猪「頭取十五年 8」 、 『北海道新聞』1978 年 1 月 14 日。 
51  このことは、拓銀が周知の磯田頭取下の住友銀行の貸出リスク管理体制の弛緩を伴う拡
大戦略に触発されて、1980 年代に遊金処分のために不動産を中心とする投機資金供給にの
めり込むことからも確認されよう （ 「拓銀与信調査委員会調査報告書」 、 1998 年 9 月 18 日、
北海道新聞社編『拓銀はなぜ消滅したか』 、302～303 頁からも確認される） 。 
 21主要産業の斜陽化が決定的になると、新たなビジネス・モデルの構築が重要な課題となっ
た。 もっとも、 1960 年代前半においては、 斜陽化したこれら産業の救済のためにビジネス・

























                                                  
52  すぐ後に述べるバブル期の経営環境への過剰適応も含めて、日高「銀行」ではこの点が
看過されている。 







































比率 内道内 比率 内道内 比率
1953.9 24,173 34,778 58,951 358 1.48% 40,417 68.6% 7,673 60,183 49,573 82.4% 98.0%
1954.3 22,855 36,038 58,893 237 1.04% 39,662 67.3% 8,516 62,272 52,149 83.7% 94.6%
1954.9 23,134 36,202 59,336 166 0.72% 37,981 64.0% 8,700 65,038 52,930 81.4% 91.2%
1955.3 23,572 38,385 61,957 298 1.26% 40,716 65.7% 9,439 71,928 56,888 79.1% 86.1%
1955.9 23,940 37,792 61,732 252 1.05% 39,934 64.7% 10,335 77,271 60,156 77.9% 79.9%
1956.3 23,034 44,274 67,308 291 1.26% 43,712 64.9% 12,045 90,407 68,420 75.7% 74.4%
1956.9 26,352 49,942 76,294 242 0.92% 46,758 61.3% 13,701 95,780 76,906 80.3% 79.7%
1957.3 24,499 55,350 79,849 260 1.06% 48,259 60.4% 12,224 103,886 87,282 84.0% 76.9%
1957.9 49,816 57,352 107,168 184 0.37% 53,624 50.0% 13,358 110,494 81,256 73.5% 97.0%
1958.3 28,557 63,876 92,433 174 0.61% 59,469 64.3% 18,181 121,579 87,282 71.8% 76.0%
1958.9 32,396 68,647 101,043 154 0.48% 65,738 65.1% 20,235 130,447 93,933 72.0% 77.5%
1959.3 31,357 76,541 107,898 432 1.38% 70,003 64.9% 22,340 138,468 99,702 72.0% 77.9%
1959.9 38,229 80,071 118,300 197 0.52% 73,321 90.5% 25,235 144,973 107,056 73.8% 81.6%
1960.3 38,380 88,109 126,489 212 0.55% 79,345 62.7% 28,049 157,006 117,523 74.9% 80.6%
1960.9 44,972 90,218 135,190 226 0.50% 82,556 61.1% 29,308 168,324 123,407 73.3% 80.3%
1961.3 45,150 103,370 148,520 345 0.76% 91,691 61.7% 35,745 183,801 134,176 73.0% 80.8%
1961.9 53,821 105,811 159,632 272 0.51% 98,118 61.5% 37,984 203,536 149,895 73.6% 78.4%
1962.3 52,667 115,667 168,334 305 0.58% 104,908 62.3% 38,067 210,698 155,903 74.0% 79.9%
1962.9 58,835 120,769 179,604 265 0.45% 108,645 60.5% 45,164 232,098 168,928 72.8% 77.4%
1963.3 60,308 143,204 203,512 368 0.61% 123,396 60.6% 44,634 260,777 180,453 69.2% 78.0%
1963.9 69,933 155,137 225,070 230 0.33% 134,323 59.7% 46,465 310,349 211,388 68.1% 72.5%
1964.3 71,017 179,625 250,642 315 0.44% 149,012 59.5% 46,559 323,033 224,002 69.3% 77.6%
1964.9 82,687 185,326 268,013 297 0.36% 156,653 58.4% 61,900 347,789 233,490 67.1% 77.1%
1965.3 81,819 216,666 298,485 335 0.41% 174,276 58.4% 69,835 349,730 242,922 69.5% 85.3%
1965.9 88,534 224,678 313,212 258 0.29% 179,516 57.3% 82,804 396,199 264,135 66.7% 79.1%
1966.3 86,930 250,519 337,449 334 0.38% 195,873 58.0% 83,782 412,902 274,065 66.4% 81.7%
1966.9 99,955 256,216 356,171 363 0.36% 202,274 56.8% 90,412 436,114 299,326 68.6% 81.7%
1967.3 100,685 291,934 392,619 329 0.33% 227,383 57.9% 90,713 452,096 308,508 68.2% 86.8%
1967.9 112,907 297,783 410,690 238 0.21% 232,633 56.6% 92,661 501,877 333,300 66.4% 81.8%
1968.3 114,005 327,735 441,740 334 0.29% 251,519 56.9% 97,136 513,920 341,166 66.4% 86.0%
1968.9 125,461 329,002 454,463 307 0.24% 252,572 55.6% 107,387 549,526 364,578 66.3% 82.7%
1969.3 0 0.00% 281,720 55.9% 113,419 611,139 396,393 64.9% 82.4%
1969.9 0 0.00% 290,184 54.1% 116,695 676,250 403,815 59.7% 79.3%
1970.3 0 0.00% 325,769 54.9% 125,689 725,827 454,242 62.6% 81.8%
1970.9 0 0.00% 334,955 53.1% 127,089 798,165 482,209 60.4% 79.1%
1971.3 0 0.00% 371,147 52.7% 125,511 858,174 521,144 60.7% 82.1%
1971.9 0 0.00% 369,261 49.6% 145,047 967,793 565,975 58.5% 77.0%
1972.3 0 0.00% 434,421 49.7% 171,519 1,085,994 627,987 57.8% 80.4%
1972.9 0 0.00% 446,783 46.5% 191,328 1,212,341 674,270 55.6% 79.3%
1973.3 0 0.00% 514,478 45.8% 208,857 1,363,833 768,603 56.4% 82.4%
1973.9 0 0.00% 533,913 44.5% 216,193 1,421,204 840,253 59.1% 84.5%
1974.3 0 0.00% 593,469 45.3% 229,355 1,503,426 896,397 59.6% 87.1%
1974.9 0 0.00% 606,727 44.3% 244,501 1,631,386 939,200 57.6% 83.9%
1975.3 0 0.00% 664,610 45.7% 257,788 1,734,864 1,008,719 58.1% 83.8%






































12.7% 132 11 5 0 -6,441 1,479 1,933 1,251 4,289 1,005 44 3,929 359 48.5% 3.7%
13.7% 124 12 5 0 -5,137 1,438 1,937 1,328 4,642 1,095 68 4,312 329 45.8% 3.7%
13.4% 111 12 5 0 -2,998 1,398 1,989 1,252 4,801 1,322 65 4,373 428 61.2% 3.3%
13.1% 112 13 5 0 532 1,354 2,067 1,324 5,243 1,634 110 4,812 431 63.7% 3.0%
13.4% 107 13 5 0 5,204 1,309 2,124 1,327 5,378 1,723 165 4,950 428 65.4% 3.1%
13.3% 112 13 5 0 11,054 1,264 2,194 1,268 5,665 1,996 179 5,252 413 65.3% 2.7%
14.3% 112 15 5 0 5,785 2,220 2,439 1,232 6,011 2,150 100 5,532 478 43.1% 2.5%
11.8% 111 15 5 0 11,813 2,172 2,749 1,197 6,704 2,453 109 6,085 619 57.0% 2.5%
12.1% 111 15 5 0 -10,032 2,110 3,073 1,417 7,214 2,733 163 6,584 630 59.7% 1.6%
15.0% 112 16 5 0 10,965 2,045 3,347 1,599 8,091 3,107 124 7,450 640 62.6% 2.7%
15.5% 111 16 5 0 9,169 2,000 3,651 1,655 8,693 3,520 140 8,037 656 65.6% 2.4%
16.1% 111 16 5 0 8,230 4,000 3,808 1,622 9,312 3,972 102 8,611 701 35.1% 2.1%
17.4% 112 17 6 0 1,438 4,000 4,044 1,723 9,893 4,348 111 9,184 708 35.4% 1.8%
17.9% 112 17 8 0 2,468 4,000 4,364 1,915 10,859 4,900 3 10,130 729 36.5% 1.8%
17.4% 112 17 9 0 3,826 4,000 4,667 2,077 11,593 5,337 5 10,846 747 37.4% 1.8%
19.4% 112 17 9 0 -464 6,000 4,924 2,175 12,688 5,940 87 11,936 752 25.1% 1.5%
18.7% 113 18 10 0 5,920 6,000 5,361 2,375 13,760 5,887 5 12,903 857 28.6% 2.0%
18.1% 113 18 10 0 4,297 6,000 5,859 2,647 15,662 6,793 36 14,779 883 29.4% 1.8%
19.5% 115 20 12 0 7,330 6,000 6,285 2,774 15,802 6,696 4 14,857 945 31.5% 2.2%
17.1% 117 22 14 0 12,631 6,000 6,884 2,867 17,333 7,627 34 16,352 980 32.7% 1.9%
15.0% 120 23 15 0 38,814 6,000 7,469 3,123 18,658 8,332 34 17,639 1,018 33.9% 2.0%
14.4% 125 24 16 0 25,832 6,000 8,246 3,400 20,882 9,287 39 20,215 666 22.2% 1.8%
17.8% 130 27 19 0 17,876 12,000 9,271 3,833 26,489 10,062 49 25,809 680 11.3% 2.0%
20.0% 134 29 21 0 -18,590 12,000 10,110 4,060 28,955 10,845 59 28,084 870 14.5% 1.6%
20.9% 137 31 23 0 183 12,000 10,833 4,131 30,893 11,529 58 29,919 974 16.2% 1.9%
20.3% 142 33 25 1 -8,329 12,000 11,392 4,112 33,258 12,510 159 32,252 1,006 16.8% 1.5%
20.7% 146 37 29 1 -10,469 12,000 12,169 4,244 35,417 13,357 89 34,402 1,014 16.9% 1.5%
20.1% 147 38 30 1 -31,236 12,000 13,211 4,566 38,876 14,490 67 37,841 1,035 17.3% 1.3%
18.5% 147 38 30 1 -1,474 12,000 14,296 4,887 41,519 15,214 31 40,453 1,065 17.8% 1.6%
18.9% 146 38 30 1 -24,956 12,000 15,569 5,222 44,848 16,484 52 43,757 1,090 18.2% 1.5%
19.5% 148 38 31 1 -12,324 12,000 16,542 5,649 49,171 17,745 440 48,056 1,114 18.6% 1.6%
18.6% 147 39 31 1 -5,931 12,000 23,981 10,345 62 21,767 1,144 19.1% 1.8%
17.3% 146 42 32 1 23,030 12,000 25,832 11,186 12 22,756 1,382 23.0% 1.9%
17.3% 146 42 33 1 6,428 12,000 28,464 12,005 390 25,413 1,721 28.7% 1.5%
15.9% 147 44 35 1 39,841 12,000 30,774 13,029 103 27,141 1,897 31.6% 2.0%
14.6% 147 45 36 1 27,798 12,000 33,121 14,113 140 28,738 2,397 40.0% 1.8%
15.0% 148 47 36 3 77,965 12,000 35,289 15,640 32 3,186 2,486 41.4% 1.9%
15.8% 147 47 36 3 40,997 12,000 38,361 17,724 7 32,208 2,512 41.9% 1.7%
15.8% 144 50 36 6 59,561 12,000 41,489 19,641 78 35,506 2,683 44.7% 1.6%
15.3% 149 50 37 6 31,409 12,000 45,267 20,877 94 40,211 3,057 51.0% 1.4%
15.2% 150 52 37 8 4,209 20,000 53,676 24,081 171 47,687 3,371 33.7% 1.6%
15.3% 152 54 37 9 -34,833 20,000 69,859 28,567 29 63,401 3,409 34.1% 2.1%
15.0% 152 54 37 9 18,261 20,000 87,563 38,355 19 80,037 2,803 28.0% 2.5%
14.9% 152 54 37 9 23,146 20,000 92,690 41,771 76 85,129 2,983 29.8% 2.4%










































































































預金残高 141 166 55
貸出計 61 134 48
外為取引計 0.08 18 22
有価証券投資 9 23 7
遊金 70 9 14






預金残高 157 378 162
貸出計 126 611 359
外為取引計 0.2 64 92
有価証券投資 28 62 92
遊金 2 -295 233






預金残高 349 891 368
貸出計 298 656 405
外為取引計 7 150 150
有価証券投資 69 150 63
遊金 -18 84 200






預金残高 725 1,513 673
貸出計 593 1,308 576
外為取引計 42 238 243
有価証券投資 125 247 121
遊金 6 -43 60
経常収支比率 87.4% 85.92 3.61%
拓銀遊金シェア -1.0%
拓銀預金シェア 3.2%








預金残高 1734 4151 1602
貸出計 1453 3662 1515
外為取引計 178 730 646
有価証券投資 257 617 243
遊金 23 -128 215




貸出計 104.2 349.5 1652
有価証券投資 211.1 169.6 1214.3
外為取引計 157 291 143.9
遊金 -97.1 -337.80 156.4
経常収支比率 6.8 8.3 2.2
変化率（65.3-60.3）
預金残高 122.7 136.6 14.9
貸出計 136 13 41
有価証券投資 146.4 141.9 -31.5
外為取引計 3,550 513 921.9
遊金 -100.00 -128.5 -14.2
経常収支比率 -0.4 1.9 2.7
変化率（70.3-65.3）
預金残高 107.7 69.8 82.9
貸出計 99.0 99.3 42.2
有価証券投資 1685.7 64.7 -19.3
外為取引計 500.0 58.6 62
遊金 -133.3 -151.2 -70.0
経常収支比率 6.0 0.2 34.2
変化率（75.3-70.3）
預金残高 139.2 174.3 138.0
貸出計 145.0 179.9 163.0
有価証券投資 105.6 64.7 -19.3
外為取引計 323.8 206.7 165.8
遊金 283.3 197.7 258.3
経常収支比率 5.5 -98.9 -72.3
出典：『銀行局年報』各年より算出。  
 28